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問題１ 甲自動車（以下「甲」という。）を所有するＡは、別の新車を取得した

ため、友人であるＢに対して甲を贈与する旨を口頭で約し、Ｂも喜んで

これに同意した。しかしながら、Ａは、しばらくして後悔するようにな

り、Ｂとの間で締結した甲に関する贈与契約をなかったことにしたいと

考えるに至った。甲の引渡しを求めているＢに対し、Ａは、民法の規定に

従い、どのような理由で、どのような法的主張をすべきか。40 字程度で

記述しなさい。なお、この贈与契約においては無効および取消しの原因

は存在しないものとする。 

  

  

問 題 行政書士試験 平成 30年  
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解 説 贈与契約① 
 

  

  

 
 

【解答例】 

書 面 に よ ら な い 贈 与 で あ り 、 履 行 

が 終 わ っ て い な い と い う 理 由 で 、 

贈 与 契 約 の 撤 回 を す る 。     
 

 要件・効果 
 

 内 容 

要 件 

 贈与契約は、諾成契約であるため、書面にしておかなくても、有効に成立

する。しかし、書面にしておかなければ、各当事者は、贈与契約を撤回する

ことができる（550条本文）。 

 もっとも、書面によらない贈与であっても、履行の終った部分については、

撤回することができない（550条ただし書）。 

 不動産の贈与では、不動産の引渡しがなくても、所有権移転登記がされた

場合には履行が終わったとされるし（最判昭40.3.26）、所有権移転登記がな

くても、引渡しがされた場合には履行が終わったとされる（大判明43.10.10、

最判昭31.1.27）。 

効 果 

① 財産権移転義務 

② 担保責任 

 贈与者は、贈与の目的である物または権利の瑕疵または不存在につい

て、その責任を負わない（551条1項本文）。ただし、贈与者がその瑕疵ま

たは不存在を知りながら受贈者に告げなかったときは、担保責任を負う

（551条1項ただし書）。 
 

 特殊な贈与 
 

 定期贈与 負担付贈与 死因贈与 

意 義 

定期の給付を目的とす

る贈与をいう。 

贈与契約の際に受贈者

に負担を課す贈与をい

う。 

贈与者の死亡によって

効力を生ずる贈与をい

う。 

効 力 

贈与者または受贈者の

死亡によって、その効力

を失う（552条）。 

その性質に反しない限

り、双務契約に関する規

定（同時履行の抗弁権、

危険負担、解除）が準用

される（553条）。 

その性質に反しない限

り、遺贈に関する規定が

準用される（554条）。 

備 考 

 負担の限度において、贈

与者の給付と受贈者の

給付とは対価関係に立

つため、贈与者は、売主

と同様の担保責任を負

う（551条）。 

死因贈与の方式につい

ては、遺贈に関する規定

は準用されない（最判昭

32.5.21）。 

－図表－ 

－図表－ 
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問題２ Ａは、自己所有の甲建物をＢに贈与する旨を約した（以下、「本件贈与」

という）。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照

らし、妥当なものはどれか。 

１ 本件贈与が口頭によるものであった場合、贈与契約は諾成契約である

から契約は成立するが、書面によらない贈与につき贈与者はいつでも撤

回することができるため、甲がＢに引き渡されて所有権移転登記手続が

終了した後であっても、Ａは本件贈与を撤回することができる。 

２ 本件贈与が書面によるものであるというためには、Ａの贈与意思の確

保を図るため、ＡＢ間において贈与契約書が作成され、作成日付、目的

物、移転登記手続の期日および当事者の署名押印がされていなければな

らない。 

３ 本件贈与につき書面が作成され、その書面でＡが死亡した時に本件贈

与の効力が生じる旨の合意がされた場合、遺言が撤回自由であることに

準じて、Ａはいつでも本件贈与を撤回することができる。 

４ 本件贈与につき書面が作成され、その書面でＢがＡの老後の扶養を行

うことが約された場合、ＢがＡの扶養をしないときであっても、甲の引

渡しおよび所有権移転登記手続が終了していれば、Ａは本件贈与を解除

することができない。 

５ 本件贈与につき書面が作成され、その書面で、ＢがＡの老後の扶養を

行えばＡが死亡した時に本件贈与の効力が生じる旨の合意がされた場

合、Ｂが上記の負担を全部またはこれに類する程度まで履行したときで

あっても、特段の事情がない限り、Ａは本件贈与を撤回することができ

る。 

 

  

問 題 行政書士試験 平成 27年  
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解 説 贈与契約② 
 

正解 ３ 

  

 
 

次のとおり、妥当なものは肢３であるから、正解は３となる。 

１ 妥当でない 

判例は、不動産の贈与契約において、当該不動産の所有権移転登記が経由さ

れたときは、当該不動産の引渡の有無を問わず、贈与の履行を終ったものと

解すべきであるとしている（最判昭40.3.26）。 

２ 妥当でない 

判例は、贈与が書面によってされたといえるためには、贈与の意思表示自体

が書面によっていることを必要としないことはもちろん、書面が贈与の当事

者間で作成されたこと、又は書面に無償の趣旨の文言が記載されていること

も必要とせず、書面に贈与がされたことを確実に看取しうる程度の記載があ

れば足りるとしている（最判昭60.11.29）。 

３ 妥当である 

判例は、死因贈与については、遺言の取消に関する民法1022条がその方式に

関する部分を除いて準用されるとしている（最判昭47.5.25）。 

４ 妥当でない 

判例は、負担付贈与においては、受贈者がその負担である義務の履行を怠る

ときは、民法541条・542条の規定を準用し、贈与者は贈与契約の解除をなし得

るとしている（最判昭53.2.17）。 

５ 妥当でない 

判例は、負担の履行期が贈与者の生前と定められた負担付死因贈与契約に

基づいて受贈者が約旨に従い負担の全部又はそれに類する程度の履行をした

場合においては、贈与者の最終意思を尊重するの余り受贈者の利益を犠牲に

することは相当でないから、右贈与契約締結の動機、負担の価値と贈与財産

の価値との相関関係、右契約上の利害関係者間の身分関係その他の生活関係

等に照らし右負担の履行状況にもかかわらず負担付死因贈与契約の全部又は

一部の取消をすることがやむをえないと認められる特段の事情がない限り、

遺言の取消に関する民法1022条、1023条の各規定を準用するのは相当でない

としている（最判昭57.4.30）。 
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問題３ 無償契約に関する次の記述のうち、民法の規定および判例に照らし、

妥当なものはどれか。 

１ 定期の給付を目的とする贈与は、贈与者または受贈者の死亡によって、

その効力を失う。 

２ 贈与契約においては対価性を維持する必要がないため、目的物に瑕疵

があったとしても、贈与者は、それについて善意であるか悪意であるか

にかかわりなく担保責任を負わない。 

３ 使用貸借においては、借用物の通常の必要費については借主の負担と

なるのに対し、有益費については貸主の負担となり、その償還の時期は

使用貸借の終了時であり、貸主の請求により裁判所は相当の期限を許与

することはできない。 

４ 委任が無償で行われた場合、受任者は委任事務を処理するにあたり、

自己の事務に対するのと同一の注意をもってこれを処理すればよい。 

５ 寄託が無償で行われた場合、受寄者は他人の物を管理するにあたり、

善良なる管理者の注意をもって寄託物を保管しなければならない。 

 

  

問 題 行政書士試験 平成 24年  
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解 説 贈与契約③ 
 

正解 １ 

  

 
 

次のとおり、妥当なものは肢１であるから、正解は１となる。 

１ 妥当である 

定期の給付を目的とする贈与は、贈与者又は受贈者の死亡によって、その効

力を失う（552条）。 

２ 妥当でない 

贈与者は、贈与の目的である物又は権利の瑕疵又は不存在について、その責

任を負わない。ただし、贈与者がその瑕疵又は不存在を知りながら受贈者に

告げなかったときは、この限りでない（551条１項）。 

３ 妥当でない 

使用貸借において、借主は、借用物の通常の必要費について負担する（595

条１項）。有益費については、借主は、貸主が返還を受けた時から１年以内に

その償還を請求できるが（600条）、裁判所は、貸主の請求により、その償還に

ついて相当の期限を許与することができる（595条２項・583条２項）。 

４ 妥当でない 

受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を処

理する義務を負う（644条）。 

５ 妥当でない 

無報酬で寄託を受けた者は、自己の財産に対するのと同一の注意をもって、

寄託物を保管する義務を負う（659条）。 
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問題４ 贈与者Ａと受贈者Ｂとの関係に関する次の記述のうち、判例の趣旨に

照らして妥当でないものはどれか。 

１ 未登記の建物を書面によらず贈与した場合において、ＡがＢにその建

物を引き渡したときは、Ａはその贈与契約を取り消すことができない。 

２ 既登記の建物を書面によらずに贈与した場合において、ＡがＢにその

建物を引き渡したときは、所有権移転登記が未了であっても、Ａはその

贈与契約を取り消すことができない。 

３ 既登記の建物を書面によらずに贈与した場合において、ＡからＢにそ

の建物の引渡しが行われていないときであっても、所有権移転登記がな

されていれば、Ａはその贈与契約を取り消すことができない。 

４ 負担付贈与においてＢがその負担である義務の履行を怠るときは、Ａ

は契約の解除をすることができる。 

５ Ｂに対する定期の給付を目的とする贈与であらかじめ期間の定めが

あるものは、Ａが死亡しても、その期間内は効力を失うことはない。 

 

  

問 題 行政書士試験 平成 17年  
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解 説 贈与契約④ 
 

正解 ５ 

  

 
 

次のとおり、妥当でないものは肢５であるから、正解は５となる。 

１ ２ ３ 妥当である 

書面によらない贈与は、各当事者が撤回することができる。ただし、履行の

終わった部分については、この限りでない（550条）。不動産の贈与では、不動

産の引渡しがなくても、所有権移転登記がされた場合には履行が終わったと

されるし、所有権移転登記がなくても、引渡しがされた場合には履行が終わ

ったとされる。 

４ 妥当である 

負担付贈与とは、贈与契約の際に受贈者に負担を課す贈与をいう。負担付贈

与は、その性質に反しない限り、双務契約に関する規定（同時履行の抗弁権、

危険負担、解除）が準用される（553条）。 

５ 妥当でない 

定期贈与とは、定期の給付を目的とする贈与をいう。定期贈与は、贈与者又

は受贈者の死亡によって、その効力を失う（552条）。 
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第18問 隔地者間の契約の成立に関する次の1から5までの記述のうち，隔地者であるＡと

Ｂとの間で契約が成立するものは，どれか。 

なお，Ａ及びＢはいずれも商人でないものとする。 

１ Ａは，Ｂに対して承諾の期間を定めて契約の申込みをしたが，その通知が到達する前

に，その申込みを撤回する旨をＢに伝えた。その後，Ｂは当初の申込みにおいて定めら

れた承諾の期間内に承諾の意思表示をした。 

２ Ａは，Ｂに対して承諾の期間を定めないで契約の申込みをしたが，その通知が到達し

た後，Ｂが諾否を判断するのに必要と考えられる時間が経過する前に，その申込みを撤

回する旨をＢに伝えた。その直後，Ｂは承諾の意思表示をした。 

３ Ａは，Ｂに対して申込みの通知を発した後に死亡し，Ｂは，その通知が到達する前に

その事実を知った。その通知が到達した後，Ｂは承諾の意思表示をした。 

４ Ａは，Ｂに対して承諾の期間を定めて契約の申込みの通知を発したが，その通知は，

交通事情により到達が遅れたため，承諾期間経過後にＢに到達した。Ｂは，Ａに対して

延着の通知をするとともに，承諾の意思表示をした。 

５ Ａは，Ｂに対して，撤回する権利を留保した上で，承諾の期間を定めないで契約の申

込みをしたが，その後，これを撤回する旨の通知を発した。その通知は，交通事情により

到達が遅れたため，Ｂが承諾の意思表示を発した後に到達した。Ｂは，通常の場合には

Ｂが承諾の通知を発する前にＡによる撤回の通知が到達するはずであったことを知って

いたが，Ａに対して延着の通知をしなかった。 

司法書士試験 令和元年度 
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正解 ２ 

１成立しない。 

民法 97 条 1 項は，「隔地者に対する意思表示は，その通知が相手方に到達した時からそ

の効力を生ずる。」と規定している。本記述において，ＡのＢに対する契約の申込みは，Ｂ

に到達する前に撤回されているため，契約の申込みが効力を生じていない。 

２成立する。 

本記述は，民法 524条により契約が成立する。 

承諾の期間を定めないで隔地者に対してした申込みは，申込者が承諾の通知を受けるの

に相当な期間を経過するまでは，撤回することができない（民法 524条）。本記述において，

Ａの撤回が認められない期間内に，ＢはＡに対し，承諾の意思表示をしているため，契約

は成立する。 

３成立しない。 

民法 97 条 2 項は，「隔地者に対する意思表示は，表意者が通知を発した後に死亡し，又

は行為能力を喪失したときであっても，そのためにその効力を妨げられない。」と規定し，

民法 525 条は，「民法 97 条 2 項の規定は，申込者が反対の意思を表示した場合又はその相

手方が申込者の死亡若しくは行為能力の喪失の事実を知っていた場合には，適用しない。」

と規定している。本記述において，Ｂは申込みの通知が到達する前にＡ死亡の事実を知っ

たのであるから，その後，Ａによる申込みの通知がＢに到達したとしても，民法 97条 2項

の適用はなく，Ａの申込みの効力は生じない。 

４成立しない。 

民法 521 条 2項は，「申込者が前項の申込み〔注：承諾の期間を定めてした契約の申込み〕

に対して同項の期間内に承諾の通知を受けなかったときは，その申込みは，その効力を失

う。」と規定している。本記述において，ＡのＢに対する契約の申込みは，承諾の期間を定

めたものであるため，その期間内に承諾の通知を受けなかったときには，契約の申込みは

効力を失う（民法 521条 2項）。契約の申込みに対する延着の通知に関する規定はない（民

法 522条，527条参照）。 

５成立しない。 

民法 527 条 1項は，「申込みの撤回の通知が承諾の通知を発した後に到達した場合であっ

ても，通常の場合にはその前に到達すべき時に発送したものであることを知ることができ

るときは，承諾者は，遅滞なく，申込者に対してその延着の通知を発しなければならない。」

と規定し，同条 2項は，「承諾者が前項の延着の通知を怠ったときは，契約は，成立しなか

ったものとみなす。」と規定している。本記述において，Ｂは，通常の場合にはＢが承諾の

通知を発する前にＡによる撤回の通知が到達するはずであったことを知っていたが，Ａに

対して延着の通知をしなかったことから，民法 527 条 2 項が適用され，契約は成立しなか

ったものとみなされる。  
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■該当過去問 

  
15-20 

教授： Ａが承諾の期間を定めないで契約の申込みをした場合，Ａは，その申込みを撤回すること

ができますか。 

学生：イ 承諾の期間を定めないで契約の申込みをした場合には，Ａは，Ｂからの承諾の通知を受

け取る前であればいつでも，その申込みを撤回することができます。  

 

 

 

債権法改正・相続法改正完全対応版『リアリスティック民法Ⅲ』P184 

  
（ｂ）承諾期間の定めのない申込み 

この場合，すぐには撤回できません（新民法 525条１項本文）。15-20-イ この場合も，

承諾者は，契約をする価値があるかを調査したり，社内で会議をしたりしているかもしれ

ないからです。なお，かつては，「隔地者に対して」（ex. 東京にいる者から大阪にいる者

へ）の申込みのみ規定されていましたが（旧民法 524 条），平成 29 年の改正で隔地者以外

にも適用されるよう，「隔地者に対して」の文言が削除されました。 

ただし，相当な期間が経過すれば撤回できます。承諾期間がないので，当然に申込みの

効力は失われません。しかし，申込者を一生申込みに拘束するわけにはいかないので，相

当な期間が経過すれば撤回できるとされています（新民法 525条１項本文）。 

また，申込者が撤回をする権利を留保したときは，相当な期間が経過していなくても撤

回できます（新民法 525 条１項ただし書。P14 の「撤回に対する基本的な考え方」の例外

②）。これも，上記（ａ）と同じ理由から，平成 29年の改正で通説が明文化されました。  

 

  

改 正 

明文化 
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【ＭＥＭＯ】  
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問題５ Ａはその所有する建物をＢに賃貸し、ＢはＡの承諾を得てその建物を

Ｃに転貸している。この状況の下で、Ａ・Ｂ間の賃貸借契約が終了したの

で、ＡはＣに建物の明渡しを求めたいと考えている。Ａ・Ｃ間の法律関係

に関する次のア～オの記述のうち、妥当でないものの組合せはどれか。 

ア Ａ・Ｂが賃貸借契約を合意解除した場合には、ＡはそれをＣに対抗す

ることができる。 

イ Ｂが賃借権を放棄した場合には、ＡはそれをＣに対抗することができ

ない。 

ウ Ｂの債務不履行によってＡ・Ｂ間の賃貸借契約が解除された場合には、

ＡはあらかじめＣに催告をしなくてもＣに対抗することができる。 

エ Ａ・Ｂ間の賃貸借契約が期間満了によって終了した場合には、ＡはＣ

にその旨を通知しなくても、それをＣに対抗することができる。 

オ Ａからの正当事由を伴う解約申し入れによりＡ・Ｂ間の賃貸借契約が

終了した場合には、ＡはＣにその旨を通知しなければ、それをＣに対抗

することができない。 

 

１ ア・イ 

２ ア・ウ 

３ ア・エ 

４ イ・ウ 

５ エ・オ 

 

 

  

問 題 行政書士試験 平成 18年  
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解 説 賃貸借契約① 
 

正解 ３ 

  

 

次のとおり、妥当でないものはア・エであるから、正解は３となる。 

ア 妥当でない 

判例は、賃貸人と賃借人が賃貸借契約を合意解除しても、賃貸人は、その解

除をもって転借人に対抗することができないとしている（大判昭9.3.7）。 

イ 妥当である 

賃借人が、賃借権を放棄した場合には、賃貸人はそれを転借人に対抗するこ

とができないと解されている。 

ウ 妥当である 

判例は、賃料の延滞を理由として賃貸借契約を解除するには、賃貸人は賃借

人に対して催告をすれば足り、転借人にその支払の機会を与える必要はない

としている（最判昭37.3.29）。 

エ 妥当でない 

建物の転貸借がされている場合において、建物の賃貸借が期間の満了また

は解約の申入れによって終了するときは、建物の賃貸人は、建物の転借人に

その旨の通知をしなければ、その終了を建物の転借人に対抗することができ

ない（借地借家法34条１項）。 

オ 妥当である 

肢エの解説参照。 
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問題６ Ａは自己所有の甲建物をＢに賃貸し（以下、この賃貸借を「本件賃貸

借」という。）、その際、ＢがＡに対して敷金（以下、「本件敷金」という。）

を交付した。この場合に関する次の記述のうち、民法の規定および判例

に照らし、妥当なものはどれか。 

１ 本件賃貸借において、Ｂが甲建物のために必要費および有益費を支出

した場合、特約がない限り、Ｂはこれらの費用につき、直ちにＡに対し

て償還請求することができる。 

２ ＢがＡの承諾を得て本件賃貸借に基づく賃借権をＣに譲渡した場合、

特段の事情がない限り、ＡはＢに対して本件敷金を返還しなければなら

ない。 

３ ＢがＡの承諾を得て甲建物をＤに転貸したが、その後、Ａ・Ｂ間の合

意により本件賃貸借が解除された場合、Ｂ・Ｄ間の転貸借が期間満了前

であっても、ＡはＤに対して甲建物の明渡しを求めることができる。 

４ ＢがＡの承諾を得て甲建物をＥに転貸したが、その後、Ｂの賃料不払

いにより本件賃貸借が解除された場合、Ｂ・Ｅ間の転貸借が期間満了前

であれば、ＡはＥに対して甲建物の明渡しを求めることはできない。 

５ ＡがＦに甲建物を特段の留保なく売却した場合、甲建物の所有権の移

転とともに賃貸人の地位もＦに移転するが、現実にＦがＡから本件敷金

の引渡しを受けていないときは、Ｂ・Ｆ間の賃貸借の終了時にＦはＢに

対して本件敷金の返還義務を負わない。 

 

 

  

問 題 行政書士試験 平成 24年  
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解 説 賃貸借契約② 
 

正解 ２ 

  

 

次のとおり、妥当なものは肢２であるから、正解は２となる。 

１ 妥当でない 

賃借人は、賃借物について賃貸人の負担に属する必要費を支出したときは、

賃貸人に対し、直ちに、その償還を請求することができる（608条１項）。ま

た、賃借人が賃借物について有益費を支出したときは、賃貸人は、賃貸借の終

了の時に、民法196条の規定に従い、その償還をしなければならない（同条２

項）。 

２ 妥当である 

判例は、土地賃借権が賃貸人の承諾を得て旧賃借人から新賃借人に移転さ

れた場合であっても、敷金に関する敷金交付者の権利義務関係は、敷金交付

者において賃貸人との間で敷金をもつて新賃借人の債務の担保とすることを

約し又は新賃借人に対して敷金返還請求権を譲渡するなど特段の事情のない

限り、新賃借人に承継されないとしている（最判昭53.12.22）。 

３ 妥当でない 

契約自由の原則により、当事者間の合意で解除することもできるが、判例は、

賃貸人と賃借人が賃貸借契約を合意解除しても、賃貸人は、その解除をもっ

て転借人に対抗することができないとしている（大判昭9.3.7）。 

４ 妥当でない 

判例は、賃貸人の承諾のある転貸借において、賃貸借契約が転貸人の債務不

履行を理由とする解除により終了した場合、賃貸人の承諾のある転貸借は、

原則として、賃貸人が転借人に対して目的物の返還を請求した時に、転貸人

の転借人に対する債務の履行不能により終了するとしている（最判平9.2.25）。 

５ 妥当でない 

判例は、建物賃貸借契約において当該建物の所有権移転に伴い賃貸人たる

地位に承継があつた場合には、旧賃貸人に差し入れられた敷金は、賃借人の

旧賃貸人に対する未払賃料債務があればその弁済としてこれに当然充当され、

その限度において敷金返還請求権は消滅し、残額についてのみその権利義務

関係が新賃貸人に承継されるものとしている（最判昭44.7.17）。 
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問題７ Ａは、Ｂ所有の甲土地上に乙建物を建てて保存登記をし、乙建物をＣ

が使用している。この場合に関する次のア～オの記述のうち、民法の規

定および判例に照らし、誤っているものはいくつあるか。 

ア Ａが、甲土地についての正当な権原に基づかないで乙建物を建て、Ｃ

との間の建物賃貸借契約に基づいて乙建物をＣに使用させている場合

に、乙建物建築後 20 年が経過したときには、Ｃは、Ｂに対して甲土地

にかかるＡの取得時効を援用することができる。 

イ Ａが、Ｂとの間の土地賃貸借契約に基づいて乙建物を建て、Ｃとの間

の建物賃貸借契約に基づいてＣに乙建物を使用させている場合、乙建物

の所有権をＡから譲り受けたＢは、乙建物についての移転登記をしない

ときは、Ｃに対して乙建物の賃料を請求することはできない。 

ウ Ａが、Ｂとの間の土地賃貸借契約に基づいて乙建物を建て、Ｃとの間

の建物賃貸借契約に基づいてＣに乙建物を使用させている場合、Ｃは、

Ａに無断で甲土地の賃料をＢに対して支払うことはできない。 

エ Ａが、Ｂとの間の土地賃貸借契約に基づいて乙建物を建てている場合、

Ａが、Ｃに対して乙建物を売却するためには、特段の事情のない限り、

甲土地にかかる賃借権を譲渡することについてＢの承諾を得る必要が

ある。 

オ Ａが、Ｂとの間の土地賃貸借契約に基づいて乙建物を建て、Ｃとの間

の建物賃貸借契約に基づいてＣに乙建物を使用させている場合、Ａ・Ｂ

間で当該土地賃貸借契約を合意解除したとしても、特段の事情のない限

り、Ｂは、Ｃに対して建物の明渡しを求めることはできない。 

 

１ 一つ 

２ 二つ 

３ 三つ 

４ 四つ 

５ 五つ 

 

問 題 行政書士試験 平成 25年  
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解 説 賃貸借契約③ 
 

正解 ２ 

  

 

次のとおり、誤っているものはア・ウの２つであるから、正解は２となる。 

ア 誤 り 

時効の援用が認められる「当事者」（145条）とは、時効により直接利益を受

ける者及びその承継人をいうが（最判昭48.12.14）、判例は、借地上の建物の

賃借人は、土地の取得時効の完成によって直接利益を受ける者ではないから、

賃貸人の敷地所有権の取得時効を援用することはできないとしている（最判

昭44.7.15）。 

イ 正しい 

判例は、賃貸中の宅地を譲り受けた者は、その所有権の移転につき登記を経

由しないかぎり、賃貸人たる地位の取得を賃借人に対抗することができず、

また、賃貸人たる地位を主張することもできないとしている（最判昭49.3.19）。 

ウ 誤 り 

債務の弁済は、第三者もすることができる（474条１項本文）。もっとも、利

害関係を有しない第三者は、債務者の意思に反して弁済をすることができな

い（同条２項）。「利害関係」とは、債務の弁済につき、法律上の利害関係をい

い、判例は、借地上の建物の賃借人は、敷地の地代の弁済について利害関係を

有するとしている（最判昭63.7.1）。 

エ 正しい 

賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物

を転貸することができない（612条１項）。借地上の建物を譲渡する場合、土地

賃借権も従たる権利として譲渡されることになる（87条２項類推適用）。した

がって、Ａが、Ｃに対して乙建物を売却するためには、特段の事情のない限

り、甲土地にかかる賃借権を譲渡することについてＢの承諾を得る必要があ

る。 

オ 正しい 

判例は、土地の賃貸人と賃借人が土地賃貸借契約を合意解除しても、特段の

事情のない限り、土地の賃貸人は、解除をもって賃借人の所有する地上建物

の賃借人に対抗することができないとしている（最判昭38.2.21）。 
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第19問 民法第714条第1項所定の法定の監督義務者の責任に関する次のアからオまでの記

述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものの組合せは，後記1から5までのうち，ど

れか。 

ア 不法行為をした未成年者が責任を弁識する知能を備えている場合であっても，その未

成年者の監督義務者が監督義務を果たさなかったことと損害との間に相当因果関係が認

められるときは，監督義務者は民法第714条第1項に基づく責任を負う。 

イ 責任を弁識する知能を備えていない未成年者の行為により火災が発生した場合には，

失火ノ責任ニ関スル法律にいう｢重大ナル過失｣の有無は未成年者の監督義務者の監督に

ついて考慮され，監督義務者は，その監督について重大な過失がなかったときは，当該

火災により生じた損害を賠償する責任を免れる。 

ウ 民法第714条第1項所定の法定の監督義務者に当たらない者であっても，責任無能力者

との身分関係等に照らし，第三者に対する加害行為の防止に向けてその者が当該責任無

能力者の監督を現に行いその態様が単なる事実上の監督を超えているなどその監督義務

を引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場合には，法定の監督義務者に準ずべ

き者として，同項が類推適用される。 

エ 責任を弁識する知能を備えていない未成年者が，通常は人身に危険が及ぶものとはみ

られない行為によってたまたま人身に損害を生じさせた場合には，その親権者は，当該

行為について具体的に予見することができなかったときであっても，当該行為から生じ

た損害について，民法第714条第1項に基づく責任を負う。 

オ 夫婦の一方が認知症により責任を弁識する能力を有しないときは，同居する配偶者は，

民法第714条第1項所定の法定の監督義務者に当たる。 

(参考) 

民法 

第712条 未成年者は，他人に損害を加えた場合において，自己の行為の責任を弁識す

るに足りる知能を備えていなかったときは，その行為について賠償の責任を負わない。 

第713条 精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠く状態にある間に

他人に損害を加えた者は，その賠償の責任を負わない。ただし，故意又は過失によっ

て一時的にその状態を招いたときは，この限りでない。 

司法書士試験 令和元年度 
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第714条 前二条の規定により責任無能力者がその責任を負わない場合において，その

責任無能力者を監督する法定の義務を負う者は，その責任無能力者が第三者に加えた

損害を賠償する責任を負う。ただし，監督義務者がその義務を怠らなかったとき，又

はその義務を怠らなくても損害が生ずべきであったときは，この限りでない。 

2 （略） 

失火ノ責任二関スル法律 

民法第709条ノ規定ハ失火ノ場合ニハ之ヲ適用セス但シ失火者ニ重大ナル過失アリタル

トキハ此ノ限ニ在ラス 

１ アイ    ２ アオ    ３ イウ    ４  ウエ    ５ エオ 
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正解 ３ 

ア誤 り。 

最判昭 49.3.22。判例は，本記述と同様の事案において，「未成年者が責任能力を有する

場合であっても監督義務者の義務違反と当該未成年者の不法行為によつて生じた結果との

間に相当因果関係を認めうるときは，監督義務者につき民法 709 条に基づく不法行為が成

立する」としている。 

イ正しい。 

本記述は，最判平 7.1.24 により正しい。 

判例は，本記述と同様の事案において，「責任を弁識する能力のない未成年者の行為によ

り火災が発生した場合においては，民法 714 条 1 項に基づき，未成年者の監督義務者が右

火災による損害を賠償すべき義務を負うが，右監督義務者に未成年者の監督について重大

な過失がなかったときは，これを免れるものと解するのが相当」としている。 

ウ正しい。 

本記述は，最判平 28.3.1 により正しい。 

判例は，本記述と同様の事案において，「法定の監督義務者に該当しない者であっても，

責任無能力者との身分関係や日常生活における接触状況に照らし，第三者に対する加害行

為の防止に向けてその者が当該責任無能力者の監督を現に行いその態様が単なる事実上の

監督を超えているなどその監督義務を引き受けたとみるべき特段の事情が認められる場合

には，衡平の見地から法定の監督義務を負う者と同視してその者に対し民法 714 条に基づ

く損害賠償責任を問うことができるとするのが相当であり，このような者については，法

定の監督義務者に準ずべき者として，同条 1 項が類推適用されると解すべきである」とし

ている。 

エ誤 り。 

最判平 27.4.9。判例は，本記述と同様の事案において，「親権者の直接的な監視下にない

子の行動についての日頃の指導監督は，ある程度一般的なものとならざるを得ないから，

通常は人身に危険が及ぶものとはみられない行為によってたまたま人身に損害を生じさせ

た場合は，当該行為について具体的に予見可能であるなど特別の事情が認められない限り，

子に対する監督義務を尽くしていなかったとすべきではない」としている。 

オ誤 り。 

最判平 28.3.1。判例は，「精神障害者と同居する配偶者であるからといって，その者が民

法 714 条 1 項にいう『責任無能力者を監督する法定の義務を負う者』に当たるとすること

はできない」としている。 

以上により，正しい記述はイとウであり，したがって，正解は肢 3となる。 
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■該当過去問 

  
３-６ 

１ 他人に損害を加えた場合の責任を弁識する能力を有する未成年者がした加害行為について

は，その監督義務者は，損害賠償責任を負わない。 

 

16-20 

エ 責任を弁識する能力のない未成年者の行為によって火災が発生した場合において，未成年者

自身に重大な過失と評価することができる事情があったとしても，その監督について重大な過

失がなかったときは，監督者は，火災により生じた損害を賠償する責任を負わない。  

 

 

 

債権法改正・相続法改正完全対応版『リアリスティック民法Ⅲ』P365，366 

  

※責任能力のある未成年者が不法行為をした場合に監督義務者が責任を負うことはないのか？ 

民法 714 条は責任無能力者が不法行為をした場合のハナシですので，責任能力のある未成年者

（高校生など）が不法行為をした場合には適用されません。しかし，責任能力のある未成年者が不

法行為をした場合であっても，監督義務者の監督義務違反と未成年者の不法行為によって生じた

結果との間に相当因果関係がある場合は，監督義務者は「民法 709条」により損害賠償責任を負う

ことがあります（最判昭 49.３.22）。３-６-１ 

……（中略）…… 

４．責任無能力者による失火と監督義務者の損害賠償責任 

失火の場合の責任を軽減する「失火責任法」という特別法があります。「失火」とは，放火と違

い，犯罪の故意なく火災を発生させてしまった場合です。失火の場合，重過失のときに民法 709条

の責任を負うとされ，民法 709条の責任が軽減されています（失火責任法）。失火責任法は明治時

代にできた法律なのですが，当時は木造家屋ばかりであったため，すぐに周りの建物に延焼し，失

火による損害額が膨大になる確率が高かったので，責任の軽減がされたのです。16-20-エ 

責任無能力者が失火によって火災を発生させてしまった場合，監督義務者は，監督について重大

な過失がなければ，民法 714条の監督義務者の責任を免れることができます（最判平７.１.24）。

失火の場合，監督義務者の責任も軽減されるのです。  
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問１ 
 Ａ、ＢおよびＣが甲土地を共有し、甲土地上には乙建物が存在している。この場合に関す

る次のア～オの記述のうち、民法の規定および判例に照らし、正しいものの組合せはどれ

か。 

ア ＤがＡ、ＢおよびＣに無断で甲土地上に乙建物を建てて甲土地を占有使用している

場合、Ａは、Ｄに対し、単独で建物の収去および土地の明渡しならびに土地の占拠に

より生じた損害全額の賠償を求めることができる。 

イ Ｅが、Ａ、ＢおよびＣが共有する乙建物をＡの承諾のもとに賃借して居住し、甲土地を

占有使用する場合、ＢおよびＣは、Ｅに対し当然には乙建物の明渡しを請求すること

はできない。 

ウ Ｆが賃借権に基づいて甲土地上に乙建物を建てた場合において、Ａ、ＢおよびＣが

甲土地の分割協議を行うとするときは、Ｆに対して分割協議を行う旨を通知しなければ

ならず、通知をしないときは、Ａ、ＢおよびＣの間でなされた分割の合意は、Ｆに対抗す

ることができない。 

エ Ａが乙建物を所有し居住している場合において、Ａが、ＢおよびＣに対して甲土地の

分割請求をしたときは、甲土地をＡに単独所有させ、Ａが、ＢおよびＣに対して持分に

相当する価格の賠償を支払う、いわゆる全面的価額賠償の方法によって分割しなけ

ればならない。 

オ Ａ、ＢおよびＣが乙建物を共有する場合において、Ａが死亡して相続人が存在しない

ときは、Ａの甲土地および乙建物の持分は、ＢおよびＣに帰属する。 

 

１ ア・イ 

２ ア・ウ 

３ イ・オ 

４ ウ・エ 

５ エ・オ 

 

 

  

共 有 

STEP１ 基準問題 【行政書士試験（平成28年）】 
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問１ DATE ：     /      /      /    解答 ３ 

 

ア 誤 り 

 判例は、共有物を第三者が無断で占有使用している場合において、各共有者は単独

でその明渡しを請求することができるとしている（大判大7.4.19、大判大10.7.18）。もっと

も、判例は、共有にかかる土地が不法に占有されたことを理由として、共有者の全員又

はその一部の者から右不法占有者に対してその損害賠償を求める場合には、右共有者

は、それぞれその共有持分の割合に応じて請求をすべきものであり、その割合を超えて

請求をすることはできないとしている（最判昭51.9.7）。 
 
イ 正しい 

 判例は、共有者の一部の者から共有物を占有使用することを承認された第三者に対し

ては、その占有は、同意をした共有者の持分に基づくものと認められる限度で、共有物

を占有使用する権限を有するから、その余の共有者は、当然には、共有物の明渡しを請

求することができないとしている（最判昭63.5.20）。 
 
ウ 誤 り 

 共有物について権利を有する者及び各共有者の債権者は、自己の費用で、分割に参

加することができる（260条１項）。また、当該参加の請求があったにもかかわらず、その請

求をした者を参加させないで分割をしたときは、その分割は、その請求をした者に対抗

することができない（同条２項）。 
 
エ 誤 り 

 各共有者は、いつでも共有物の分割を請求することができる（256条１項本文）。そし

て、共有物の分割方法には現物分割、代価分割、価格賠償があるが、各共有者間の協

議によって分割をする場合においては、どの方法を採用しても構わないものとされてい

る。判例も、共有物を共有者のうちの１人の単独所有又は数人の共有とし、これらの者か

ら他の共有者に対して持分の価格を賠償させる方法（いわゆる全面的価格賠償の方法）

によることも許されるとしている（最判平8.10.31）。したがって、全面的価格賠償の方法に

よって分割しなければならないわけではない。 
 
オ 正しい 

 共有者の一人が、その持分を放棄したとき、又は死亡して相続人がないときは、その持

分は、他の共有者に帰属する（255条）。 

 次のとおり、正しいものはイ・オであるから、正解は３となる。 
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【共有の内部関係】 
 

15-01 

司法試験 

平成20年 

Q Ａ、Ｂ及びＣは各３分の１の持分で甲土地を共有している。Ａが単独で甲土

地全部を占有している場合でも、Ｂ及びＣは、その共有持分が過半数を超え

ることを理由としては、Ａに対して甲土地の明渡しを請求することはできな

い。 

☛ ○ （最判昭41.5.19） 

 

15-02 

司法試験 

平成27年 

Q Ａが３分の１、Ｂが３分の２の持分で甲土地を共有している。ＡがＢに無断で

甲土地全体を単独で占有している場合であっても、Ｂは、自分の共有持分が

過半数を超えることを理由として、Ａに対し、甲土地全体の明渡しを求めるこ

とはできない。 

☛ ○ （最判昭41.5.19） 

 

15-03 

司法書士試験 

平成27年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが甲土地を共有している場合に、Ａが、Ｂ及びＣの同意を得ず

に、甲土地の全部を占有し、使用しているときは、Ｂ及びＣは、Ａに対し、甲

土地の全部をＢ及びＣに明け渡すことを請求することができる。 

☛ × （最判昭41.5.19） 

 

15-04 

司法書士試験 

平成19年 

Q 共有者の一人が共有者間の協議に基づかないで共有地を占有している場

合には、他の共有者は、当該共有者に対して当該共有地の明渡しを請求す

ることができる。 

☛ × （最判昭41.5.19） 

 

15-05 

司法書士試験 

平成15年 

Q 他の共有者との協議に基づかないで共有地を占有している共有者に対し、

他の共有者は、明渡しを請求することができる。 

☛ × （最判昭41.5.19） 

 

15-06 

司法試験 

平成27年 

Q Ａが３分の１、Ｂが３分の２の持分で甲土地を共有している。甲土地の利用

方法についてＡとＢが協議したが意見が一致せず、Ａに無断でＢがＣと甲土

地の賃貸借契約を締結し、Ｃが甲土地を占有している場合、Ａは、Ｃに対し、

甲土地全体の明渡しを求めることができる。 

☛ × （最判昭63.5.20） 

 
 

STEP２ 肢別ドリル 
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15-07 

司法書士試験 

平成15年 

Q 共有者間の協議に基づかないで一部の共有者から共有地の占有使用を承

認された第三者に対し、他の共有者は、明渡しを請求することができる。 

☛ × （最判昭63.5.20） 

 

15-08 

司法書士試験 

平成19年 

Q 共有者の一人が共有者間の協議に基づかないで共有地を第三者に賃貸し

ている場合には、他の共有者は、当該第三者に対して、当該共有地の明渡

しを請求することができる。 

☛ × （最判昭63.5.20） 

 

15-09 

司法試験 

平成11年 

Q 第三者が共有者の一人の同意のみに基づいて甲不動産を占有利用してい

る場合、持分の過半数を有する他の共有者は、その全部の返還を請求する

ことができる。 

☛ × （最判昭63.5.20） 

 

15-10 

司法書士試験 

平成27年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが甲土地を共有している場合に、Ａが、Ｂ及びＣの同意を得ず

に、農地である甲土地について宅地造成工事をしているときは、Ｂは、Ａに対

し、その工事の差止めを請求することができる。 

☛ ○ （最判平10.3.24） 

 

15-11 

司法書士試験 

平成15年 

Q 共有者間の協議に基づかないで一部の共有者が共有地である農地を造成

して宅地にしようとしている場合には、他の共有者は、妨害排除請求権の行

使として造成工事の禁止を求めることができる。 

☛ 〇 （最判平10.3.24） 

 

15-12 

司法書士試験 

平成19年 

Q 共有者の一人が共有者間の協議に基づかないで農地である共有地を造成

して宅地にする工事を行っている場合には、他の共有者は、当該共有者に

対して、当該工事の差止めを請求することができる。 

☛ ○ （最判平10.3.24） 

 

15-13 

司法試験 

平成11年 

Q 共有者の一人が他の共有者の同意を得ることなく共有物である甲不動産に

対し物理的変更を加えた場合、他の共有者は、各自単独で、その原状回復

を請求することができる。 

☛ ○ （最判平10.3.24） 
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15-14 

司法試験 

平成27年 

Q Ａが３分の１、Ｂが３分の２の持分で甲土地を共有している。Ａに無断でＢが

甲土地を農地から宅地にする造成工事を行い、甲土地の形状を変更してい

る場合、Ａは、Ｂに対し、その工事の差止めを求めることができる。 

☛ ○ （最判平10.3.24） 

【共有の外部関係】 
 

15-15 

司法試験 

平成20年 

Q Ａ、Ｂ及びＣは各３分の１の持分で甲土地を共有している。第三者が甲土地

を無断で資材置場として使用している場合、Ａは単独でその第三者に対し

て、甲土地全部の明渡しを請求することができる。 

☛ ○ （大判大7.4.19、大判大10.7.18） 

 

15-16 

司法書士試験 

平成24年 

Q Ａ及びＢが甲土地を共有している場合に、甲土地がＣに不法に占拠された

場合には、Ａは、単独で、甲土地の明渡しをＣに請求することができる。 

☛ ○ （大判大7.4.19、大判大10.7.18） 

 

15-17 

司法書士試験 

平成15年 

Q 共有地を不法に占有している第三者に対し、各共有者は、単独で明渡しを

請求することができる。 

☛ ○ （大判大7.4.19、大判大10.7.18） 

 

15-18 

司法書士試験 

平成19年 

Q  第三者が共有地を不法に占有している場合には、各共有者は、単独で

は、当該第三者に対して、当該共有地の明渡しを請求することができない。 

☛ × （大判大7.4.19、大判大10.7.18） 

 

15-19 

司法書士試験 

平成27年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが甲土地を共有している場合に、甲土地につき、真実の所有者

でないＤが所有権の登記名義人となっている場合、Ａは、Ｂ及びＣの同意を

得なくても、Ｄに対し、その抹消登記手続を請求することができる。 

☛ ○ （最判平15.7.11） 

 

15-20 

司法試験 

平成20年 

Q Ａ、Ｂ及びＣは各３分の１の持分で甲土地を共有している。Ａは、Ｃの持分に

ついて第三者への不実の持分移転登記がされている場合には、単独でその

持分移転登記の抹消登記手続を請求することができる。 

☛ ○ （最判平15.7.11） 

 

15-21 

司法書士試験 

平成15年 

Q 共有物に対する不法行為による損害賠償請求権は、持分に応じて各共有

者に帰属する。 

☛ 〇 （最判昭51.9.7） 
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15-22 

司法書士試験 

平成19年 

Q 第三者が共有地を不法に占有している場合において、当該第三者に対して

不法行為に基づく損害賠償の請求をするときは、各共有者は、自己の持分

の割合を超えて損害賠償を請求することができない。 

☛ ○ （最判昭51.9.7） 

 

15-23 

司法試験 

平成11年 

Q 第三者が無権原で甲不動産を占有利用している場合、共有者は、各自単

独で、その全部の返還を請求することができるが、甲不動産の不法占有から

生ずる損害の全部の賠償は請求することができない。 

☛ ○ （最判昭51.9.7） 

 

【共有物の管理行為】 
 

15-24 

司法書士試験 

平成24年 

Q Ａ及びＢが甲土地を共有している場合に、甲土地のＡの持分が３分の２であ

る場合において、Ａ及びＢが甲土地をＣに賃貸したところ、Ｃが甲土地を無断

で転貸し、背信的行為と認めるに足りない特段の事情もないときは、Ａは、

単独で、甲土地の賃貸借契約を解除することができる。 

☛ ○ （最判昭39.2.25） 

 

15-25 

司法試験 

平成20年 

Q Ａ、Ｂ及びＣは各３分の１の持分で甲土地を共有している。Ａ、Ｂ及びＣが共

同して甲土地を第三者に賃貸している場合、第三者がその賃料の支払を怠

ったときの賃貸借契約の解除は、ＡとＢとですることができる。 

☛ ○ （最判昭39.2.25） 

 

【共有物の分割】 
 

15-26 

行政書士試験 

平成22年 

Q Ａ・Ｂ・Ｃの３人が、甲土地、乙土地、丙土地のすべてについて、どれも３分

の１ずつの持分権をもって共有している。Ａが、ＢおよびＣに対して、甲土地、

乙土地および丙土地の分割を請求した場合において、裁判所は、これらを一

括して分割の対象としてＡが甲土地、Ｂが乙土地、Ｃが丙土地というように各

土地を単独所有とする分割方法をとることができる。 

☛ ○ （最大判昭62.4.22） 

 

15-27 

司法試験 

平成22年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが共有者である共有不動産についての裁判による分割におい

て、ＡとＢが原告となり、Ｃを被告として分割請求をした場合、Ｃの持分の限

度で現物を分割し、残りの部分をＡとＢの共有とする方法は許される。 

☛ ○ （最大判昭62.4.22） 
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15-28 

行政書士試験 

平成22年 

Q Ａ・Ｂ・Ｃの３人が、甲土地、乙土地、丙土地のすべてについて、どれも３分

の１ずつの持分権をもって共有している。Ａが、ＢおよびＣに対して、甲土地、

乙土地および丙土地の分割を請求した場合において、裁判所は、乙土地お

よび丙土地については共有関係を解消せず、Ａに対してのみＡの持分権に

相当する甲土地を取得させ、乙土地および丙土地はＢとＣの共有として残す

とする分割方法をとることができる。 

☛ ○ （最大判昭62.4.22） 

 

15-29 

行政書士試験 

平成22年 

Q Ａ・Ｂ・Ｃの３人が、甲土地、乙土地、丙土地のすべてについて、どれも３分

の１ずつの持分権をもって共有している。Ａが、ＢおよびＣに対して、甲土地、

乙土地および丙土地の分割を請求した場合において、裁判所は、Ａの申立

てがあれば、甲土地、乙土地および丙土地をＡの単独所有とし、ＢおよびＣ

に対してＡから各自の持分権の価格を賠償させる方法をとらなければならな

い。 

☛ × （最判平8.10.31） 

 

15-30 

司法書士試験 

平成27年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが甲土地を共有している場合に、Ａ、Ｂ及びＣの間で甲土地につ

いての共有物分割の協議が調わず、Ａが裁判所に甲土地の分割を請求した

ときは、裁判所は、Ａが甲土地の全部を取得し、Ｂ及びＣがそれぞれの持分

の価格の賠償を受ける方法による分割を命ずることはできない。 

☛ × （最判平8.10.31） 

 

15-31 

司法書士試験 

平成22年 

Q Ａ、Ｂ及びＣが共有する建物を分割する場合において、協議により分割する

ときは、Ａに当該建物を取得させ、Ｂ及びＣに持分の価格を賠償する方法に

よることができるが、裁判により分割するときは、このような方法によることは

できない。 

☛ × （最判平8.10.31） 

 

  



山田✕松本対談「過去問を活用した過去問を繰り返し解かなくても問題が解けるようになる方法」 

31 

 

 

 
 

 共有の内部関係・外部関係 
 

 内部者 外部者 

物権 

（モノ） 

①明渡請求 

 （最判昭41.5.19） 

（最判昭63.5.20） 

②原状回復請求・差止請求 

 （最判平10.3.24） 

①明渡請求 

 （大判大10.7.18） 

（大判大7.4.19） 

②妨害排除請求 

③抹消登記請求 

 （最判昭31.5.10） 

 （最判平15.7.11） 

債権 

（カネ） 

 ④損害賠償請求 

 （最判昭51.9.7） 
 

 共有の内部関係・外部関係 
 

判例１ 

 共有物の価格の過半数をこえるからといって、共有物を現に占有する少数持分

権者に対し、当然にその明渡を請求することができるものではない。けだし、こ

のような場合、右の少数持分権者は自己の持分によって、共有物を使用収益する

権原を有し、これに基づいて共有物を占有するものと認められるからである（最

判昭41.5.19）。 
 

判例２ 

 共有者の一部の者から共有者の協議に基づかないで共有物を占有使用すること

を承認された第三者は、その者の占有使用を承認しなかった共有者に対して共有

物を排他的に占有する権原を主張することはできないが、現にする占有がこれを

承認した共有者の持分に基づくものと認められる限度で共有物を占有使用する権

原を有するので、第三者の占有使用を承認しなかった共有者は右第三者に対して

当然には共有物の明渡しを請求することはできないと解するのが相当である（最

判昭63.5.20）。 
 

判例３ 

 共有者の一部が他の共有者の同意を得ることなく共有物を物理的に損傷し、あ

るいは、これを改変するなど共有物に変更を加える行為をしている場合には、他

の共有者は、各自の共有持分権に基づいて、右行為の全部の禁止を求めることが

できるだけでなく、右行為により生じた結果を除去して共有物を原状に復させる

ことを求めることもできる（最判平10.3.24）。 
 

判例４ 

 判例は、第三者が共有地を不法に占有している場合には、各共有者は、単独で、

当該第三者に対して、当該共有地の明渡しを請求することができるとしている（大

判大7.4.19、大判大10.7.18）。 
 

判例５ 

 不動産の共有者の１人は、その持分権に基づき、共有不動産に対して加えられ

た妨害を排除することができるところ、不実の持分移転登記がされている場合に

は、その登記によって共有不動産に対する妨害状態が生じているということがで

きるから、共有不動産について全く実体上の権利を有しないのに持分移転登記を

経由している者に対し、単独でその持分移転登記の抹消登記手続を請求すること

ができる（最判昭31.5.10）。 
 

－図表－ 

－判例－ 

STEP３ 前提知識 
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判例６ 

 共有にかかる土地が不法に占有されたことを理由として、共有者の全員又はそ

の一部の者から右不法占有者に対してその損害賠償を求める場合には、右共有者

は、それぞれその共有持分の割合に応じて請求をすべきものであり、その割合を

超えて請求をすることはできない（最判昭51.9.7）。 
 

 共有物の保存・管理・変更 
 

 保存行為 管理行為 変更行為 

意 義 
共有物の現状を維持す

る行為 

共有物を利用・改良する

行為 

共有物の形や性質に変

更を加える行為 

具体例 

・共有物の修理 

・公租公課（固定資産

税）の負担 

・共有物全体の侵害者

に対する妨害排除 

・不実の登記の抹消登

記請求など 

・共有物の賃貸借契約

の締結
・ ・

 

・賃貸借契約の解除
・ ・

 

 （最判昭39.2.25） 

・共有物の譲渡（売却・

贈与など）  

・共有物の担保の設定

（抵当権・質権等）  

・地目の変更（農地→宅

地） 

 

要 件 各共有者単独 持分の価格の過半数 共有者全員の同意 
 

 共有物の分割 
 

 内 容 

共有物の分割

請求 

 各共有者は、原則として、いつでも共有物の分割請求ができる（256条1項

本文）。共有者は５年を超えない期間、分割しない旨の特約（分割禁止特約）

を結ぶことができる（256条１項ただし書）。 

分割の方法 

(1) 原則：協議分割 

 共有物の分割は、原則として、共有者の協議による。 

 分割の方法としては、①現物分割、②代金分割、③価格賠償などの分割

方法がある。 

(2) 例外：裁判所による分割 

 共有物の分割について共有者間に協議が調わないときは、その分割を裁

判所に請求することができる（258条１項）。 
 

 共有物の分割 
 

判例７ 

 数か所に分かれて存在する多数の共有不動産について、民法258条により現物

分割をする場合には、これらを一括して分割の対象とし、分割後のそれぞれの不

動産を各共有者の単独所有とすることも許される（最大判昭62.4.22）。 
 

判例８ 

 多数の者が共有する物を民法258条により現物分割する場合には、分割請求者

の持分の限度で現物を分割し、その余は他の者の共有として残す方法によること

も許される（最大判昭62.4.22）。 
 

判例９ 

 民法258条により共有物の分割をする場合において、当該共有物を共有者のう

ちの特定の者に取得させるのが相当であると認められ、かつ、その価格が適正に

評価され、当該共有物を取得する者に支払能力があって、他の共有者にはその持

分の価格を取得させることとしても共有者間の実質的公平を害しないと認められ

る特段の事情があるときは、共有物を共有者のうちの１人の単独所有又は数人の

共有とし、これらの者から他の共有者に対して持分の価格を賠償させる方法（い

わゆる全面的価格賠償の方法）によることも許される（最判平8.10.31）。 

－図表－ 

－図表－ 

－判例－ 
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山田×松本対談

過去問を活用した過去問を繰り返し

解かなくても問題が解けるようになる方法

理解

集約

記憶

３ステップ学習法①

出題パターン

①何を
②どのように

キキタイコト



抽象

具体

パターン化

①グルーピング

②抽象化

③構造化

３ステップ学習法②

抽象

具体

帰納法

抽象

具体

演繹法

３ステップ学習法③



帰納法 演繹法 

個々の具体的事実

から、具体的事実

関係の本質的な共

通点を推論し、結

論を導き出す説明 

 

一定の前提から論

理規則に基づいて

必然的に結論を導

き出す説明 

 

 

３ステップ学習法④

出題パターン
（共通項）

行政書士
試験

行政書士
試験

司法書士
試験

司法試験

記 憶

３ステップ学習法⑤



（賃貸人） （賃借人） 

所 

（賃貸人） （賃借人） 

（転借人） 

転 貸 

所 

≪承諾譲渡≫ ≪承諾転貸≫ 

（新賃借人） 

譲 渡 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

Ｃ Ｃ 

賃貸借契約①

 

（賃貸人） （賃借人） 

所 

（賃貸人） （賃借人） 

（転借人） 

転 貸 

所 

≪債務不履行解除≫ ≪合意解除≫ 

（転借人） 

Ａ Ｂ Ａ Ｂ 

Ｃ Ｃ 

転 貸 

賃貸借契約②



民行のＡランク問題を落とさない

☞行政法19問中12問、民法９問中４問

民・行１４００肢の肢別ドリル

☞出題パターンと解法パターンをマスター

キーワード→検索トレーニング

☞解答スピードと正答率を高める！

おわりに①

 

検索 

問 題 

 

適用 

記銘 

キーワード 条文・判例 

条文・判例 

おわりに②



問題○     に関する次の記述のうち、○○法の

規定及び判例に照らし、正しいものはどれか。 

１ 〇〇〇〇 

２ □□□□ 

３ 

４ 

５ 

テーマ

キーワード
条文
判例

おわりに③

 2014 2015 2016 2017 2018  

法
令
科
目 

基礎法学 54.8％ 40.3% 54.1% 72.5% 67.5% 難 

憲 法 45.3% 68.4% 47.1% 60.5% 70.5% 易 

行政法 57.6% 71.5% 65.5% 66.1% 67.1% 並 

民 法 43.6% 52.5% 55.2% 63.9% 52.2% 難 

商 法 38.5% 34% 40.5% 58.5% 40.5% 難 

一
般
知
識 

政経社 50.2% 48.7% 48.5% 59.0% 44.0% 難 

情 報 62.8% 67.5% 56.6% 70.8% 64.5% 難 

文章理解 50.8% 66.5% 75.9% 93.5% 75.5% 難 

おわりに④
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